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運用報告書（全体版） 

好循環社会促進 
日本株ファンド 

<愛称> みんなのチカラ 

第９期（決算日 2025年11月５日） 
 

 

■当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 無期限 

運 用 方 針 

①わが国の経済における長期的な課題である｢人

的資本の活用力」に優れた企業への投資を通じ

て、好循環経済の実現に貢献するとともに、信

託財産の安定的な成長を目指します。 

②投資対象となる「人的資本の活用力」に優れる

企業は、企業の「働き方の改革」への取り組み

と「付加価値創出力」に着目し、厳選します。 

③ポートフォリオの構築にあたっては、当社アナ

リストの個別企業リサーチをもとに、組入銘柄

およびウェイト配分を決定します。 

主 要 投 資 

対 象 

好循環社会促進 

日本株ファンド 

好循環社会促進日本株マザー

ファンド受益証券 

好循環社会促進 

日 本 株 

マザーファンド 

わが国の株式 

主 な 

組 入 制 限 

好循環社会促進 

日本株ファンド 

株式への実質投資割合には制

限を設けません。 

同一銘柄の株式への実質投資

割合は、信託財産の純資産総額

の10％以下とします。 

外貨建資産への実質投資割合

は、信託財産の純資産総額の

30％以下とします。 

好循環社会促進 

日 本 株 

マザーファンド 

株式への投資割合には制限を

設けません。 

同一銘柄の株式への投資割合

は、信託財産の純資産総額の

10％以下とします。 

外貨建資産への投資割合は、信

託財産の純資産総額の30％以

下とします。 

分 配 方 針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配

を行います。 

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含

めた利子、配当収入と売買益（評価損益を含み

ます。）等の全額とします。 

②収益分配金額は、委託会社が基準価額水準等を

勘案して決定します。ただし、必ず分配を行う

ものではありません。 
  

受益者のみなさまへ 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、「好循環社会促進日本株ファンド」は、このた

び第９期の決算を行いましたので、運用状況をご報告

申し上げます。 

今後とも引続きお引立て賜りますようお願い申し上

げます。 
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好循環社会促進日本株ファンド 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％ ％ ％ 百万円 

５期(2021年11月５日) 16,412 0 25.6 97.9 － 239 

６期(2022年11月７日) 16,298 0 △ 0.7 97.3 － 247 

７期(2023年11月６日) 19,048 0 16.9 97.5 － 318 

８期(2024年11月５日) 21,151 0 11.0 97.2 － 364 

９期(2025年11月５日) 24,822 0 17.4 96.6 － 451 
 

（注１） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注２） 基準価額及び分配金は１万口当たり（以下同じ）。 

（注３） 株式組入比率および株式先物比率はマザーファンドへの投資割合に応じて算出された当ファンドベースの組入比率。 

（注４） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

（注５） 当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経済の実現」に貢献すると期待される

企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプトに適った指数等が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数

は記載しておりません。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％ ％ ％ 

2024年11月５日 21,151 － 97.2 － 

11月末 20,786 △ 1.7 97.5 － 

12月末 21,454 1.4 97.9 － 

2025年１月末 21,502 1.7 97.8 － 

２月末 20,561 △ 2.8 97.8 － 

３月末 20,764 △ 1.8 96.8 － 

４月末 20,790 △ 1.7 97.5 － 

５月末 21,700 2.6 97.0 － 

６月末 22,247 5.2 97.3 － 

７月末 22,855 8.1 97.4 － 

８月末 23,399 10.6 97.9 － 

９月末 24,118 14.0 97.0 － 

10月末 25,047 18.4 97.1 － 

(期  末)     

2025年11月５日 24,822 17.4 96.6 － 
 

（注１） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 

（注２） 株式組入比率および株式先物比率はマザーファンドへの投資割合に応じて算出された当ファンドベースの組入比率。 

（注３） 株式先物比率＝買建比率－売建比率。 

（注４） 当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経済の実現」に貢献すると期待される

企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプトに適った指数等が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数

は記載しておりません。 
 



基準価額の推移
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純資産総額（右軸）

分配金再投資基準価額（左軸）

基準価額（左軸）

( )分配金再投資
基準価額ベース ( )期中分配金

合計０円

第９期首 第９期末騰落率

17.4％ 24,822円21,151円
基準価額基準価額

● 分配金再投資基準価額の推移は、2024年11月５日の基準価額をもとに委託会社にて指数化したものを使用しております。

● 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の
実質的なパフォーマンスを示すものです。

● 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入金額により課税
条件も異なります。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

● 当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経済の実現」に貢献すると期
待される企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプトに適った指数等が存在しないため、ベンチマーク
および参考指数は記載しておりません。

1 好循環社会促進日本株ファンド
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運用経過

好循環社会促進日本株ファンド

－ 2 －

02_コメント費用明細_9pt_1083974.indd   202_コメント費用明細_9pt_1083974.indd   2 2025/12/16   12:41:592025/12/16   12:41:59



基準価額の主な変動要因

好循環社会促進日本株ファンド

高位に組入れていたマザーファンドの基準価額が上昇したため、当ファンドの基準価額も上昇しま
した。

好循環社会促進日本株マザーファンド

期中の騰落率は＋18.8％となりました。
国内株式市場が上昇する中、期を通じて株式を高位に組入れていたマザーファンドの基準価額も
上昇しました。個別銘柄では、東京エレクトロン、ＳＣＳＫ、良品計画などの保有銘柄が上昇したこ
とで基準価額は上昇しました。

● 本報告書では、ベビーファンドとマザーファンドを下記の様に統一して表記しています。

 ベビーファンド　  マザーファンド

2好循環社会促進日本株ファンド
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投資環境

TOPIXは22.7％の上昇となりました。
期初は、米国経済が堅調に推移した一方、トランプ政権による関税政策の不透明感や景気減速に
対する警戒感から国内株式市場は上値の重い展開となりました。
2025年４月には、トランプ政権が主要な貿易相手国に対して高率の関税を課すことを表明すると
世界経済の減速懸念が台頭し、株価は大きく下落しました。しかし、トランプ政権が一転して関税の
上乗せ分を一時停止すると株式市場は反発しました。その後も、二国間の個別貿易交渉による解決
に対する期待や米中間の対立緩和が見られたことを背景に上昇基調となりました。
期末には、高市氏が首相に就任したことを受けて拡張的な財政政策への期待が高まり、株価は騰
勢を強めました。

（期首） （期末）

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2024.11.5 2025.3.5 2025.7.5 2025.11.5

（出所：Bloomberg）

TOPIX（東証株価指数）の推移

投
資
環
境

当該投資信託のポートフォリオ

期を通して好循環社会促進日本株マザーファンドの組入比率を高位に維持しました。
期末時点における株式のESG ポジティブ・スクリーニング投資比率は96.6％です※。

※ ESG ポジティブ・スクリーニングとは、調査対象とする企業をESGの観点から評価し、評価の高い企業を投資候補銘柄と
して選定する手法です。なお、マザーファンドで投資している株式は、全てESG ポジティブ・スクリーニングの手法で選定
された銘柄です。比率はマザーファンドを通じた実質比率です。

好循環社会促進日本株ファンド
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好循環社会促進日本株マザーファンド

期を通して株式の組入比率を高位に維持しました。
期末時点での業種別構成比率はグラフのとおりです。
当期間中は、人的資本活用力や付加価値創出力に加え、投資魅力度の両面からの分析により銘
柄入れ替えを行いました。良品計画、塩野義製薬、太陽ホールディングスを売却した一方で、トヨタ
自動車、東京エレクトロン、オリックスなどを購入しました。

その他 16.2％ 電気機器 20.3％

情報・通信業 9.3％

食料品 7.0％

卸売業 6.0％

サービス業 4.6％

小売業 3.0％

ゴム製品 3.0％

輸送用機器 9.9％

機械 10.2％

化学 10.5％
業種別
構成比率

注１．比率は、第９期末における国内株式の評価総額に対する各業種の評価額の割合。

注２．端数処理の関係上、構成比合計が100％とならない場合があります。

当
該
投
資
信
託
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
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スチュワードシップ方針

・当社は創業以来、自主運用においてアクティブ運用に特化した事業展開を行ってきました。長期
的視点を持つ当社のアクティブ運用手法はスチュワードシップの精神と高い親和性があり、企業の
ESG情報は運用パフォーマンスに直結する極めて重要な要素として評価しています。良質なアク
ティブ運用を提供することを通じて、お客さまに対する受託者責任を果たしながら、投資先企業や
その先にある社会・経済全体の持続的発展に貢献します。

・当社の「責任ある投資家としての考え方と行動方針」や「日本版スチュワードシップ・コード対応
方針」、活動報告は当社のホームページをご参照ください。
（https://www.sompo-am.co.jp/institutional/responsible.html）
（https://www.sompo-am.co.jp/institutional/stewardship.html）
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当該投資信託のベンチマークとの差異

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、主として、わが国の株式の中から、「好循環経
済の実現」に貢献すると期待される企業へ投資するファンドです。そのため、当ファンドのコンセプト
に適った指数等が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数は記載しておりません。

ト
フ
ォ
リ
オ
／
当
該
投
資
信
託
の
ベ

分配金

収益分配金については、基準価額の水準等を勘案し、次表の通りと致しました。なお、収益分配
に充てなかった収益については、信託財産に留保し、運用の基本方針に基づいて引き続き元本と同
一の運用を行います。

分配原資の内訳 （単位：円、１万口当たり・税引前）

項目
第９期

2024.11.6～2025.11.5

当期分配金 －

（対基準価額比率） －％

当期の収益 －

当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 14,821

注１．「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価証券売買等損益」から分配に充当した金額
です。また、「当期の収益以外」は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

注２．円未満は切り捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金（税引前）に合致しない場合があります。

注３．当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税引前）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。

中長期的な観点から、複利効果による資産の成長を目指すために分配を抑えるファンド
です。

分
配
金

好循環社会促進日本株ファンド
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今後の運用方針

好循環社会促進日本株ファンド

今後も、マザーファンド受益証券の組入水準を高位に維持することで、信託財産の着実な成長を
目指します。

好循環社会促進日本株マザーファンド

当ファンドは企業の「働き方の改革」への取り組みと「付加価値創出力」に着目し、投資銘柄を
厳選しており、今後もこの運用方針を堅持します。少子高齢化・人口減少が進行する日本において
は、成長制約打破のため労働力人口の確保が不可欠となっており、人的資本の有効活用が企業の
競争優位性に直結する時代となっています。今後も、日本経済の長期的な課題である人的資本の活
用力に優れ、好循環経済の実現に貢献すると期待される企業への投資を通じて、信託財産の安定的
な成長を目指します。

今
後
の
運
用
方

好循環社会促進日本株ファンド
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１万口当たりの費用明細

項目
第９期

2024.11.6～2025.11.5 項目の概要
金額 比率

（a）信託報酬 238円 1.078％
（a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率（年率）×期中の日数年間の日数

期中の平均基準価額は22,101円です。

（投信会社） （109） （0.495） ファンドの運用の対価

（販売会社） （122） （0.550） 購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの
管理等の対価

（受託会社） （  7） （0.033） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行等の対価

（b）売買委託手数料 16 0.074
（b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料期中の平均受益権口数

有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式） （ 16） （0.074）

（c）その他費用 2 0.009 （c）その他費用＝ 期中のその他費用
期中の平均受益権口数

（監査費用） （  2） （0.009） 監査法人に支払うファンドの監査にかかる費用

合計 256 1.161

注１．期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要
の簡便法により算出した結果です。なお、売買委託手数料およびその他費用は、このファンドが組入れているマザー
ファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。

注２．金額欄は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。

注３．比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
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（参考情報）
◯総経費率
期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券

取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経
費率（年率）は1.09％です。

総経費率
1.09%

当ファンド
1.09%
当ファンド
1.09%

運用管理費用
（投信会社）
0.50%

運用管理費用
（販売会社）
0.55%

運用管理費用
（受託会社）
0.03%

その他費用
0.01%

注１．当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
注２．各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
注３．各比率は、年率換算した値です。
注４．当ファンドの費用は、マザーファンドが支払った費用を含みます。
注５．上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは

異なります。
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好循環社会促進日本株ファンド 

○売買及び取引の状況 (2024年11月６日～2025年11月５日) 

 

銘 柄 設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
好循環社会促進日本株マザーファンド 8,595 21,420 2,076 5,150 

 
（注１） 単位未満は切捨て。 
（注２） 金額は受渡代金。 

 

○株式売買比率 (2024年11月６日～2025年11月５日) 

 

項 目 
当 期 

好循環社会促進日本株マザーファンド 
(a) 期中の株式売買金額 292,798千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 379,651千円 
(c) 売買高比率（a）／（b） 0.77   

 
（注１） 単位未満は切捨て。 
（注２） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2024年11月６日～2025年11月５日) 

 

 該当事項はございません。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2025年11月５日現在) 

 

銘 柄 期首(前期末) 当 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
好循環社会促進日本株マザーファンド 153,256 159,775 447,116 

 
（注１） 単位未満は切捨て。 
（注２） 当ファンドは、当期末において、直接投資をする株式及び新株予約権証券の組入れはありません。 

 

○投資信託財産の構成 (2025年11月５日現在) 

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
好循環社会促進日本株マザーファンド 447,116 97.8 
コール・ローン等、その他 9,836 2.2 
投資信託財産総額 456,952 100.0 

 
（注） 評価額の単位未満は切捨て。   

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

親投資信託残高 
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好循環社会促進日本株ファンド 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2025年11月５日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 456,952,095   

 コール・ローン等 9,835,856   

 好循環社会促進日本株マザーファンド(評価額) 447,116,145   

 未収利息 94   

(B) 負債 5,273,783   

 未払解約金 3,050,601   

 未払信託報酬 2,203,686   

 その他未払費用 19,496   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 451,678,312   

 元本 181,967,389   

 次期繰越損益金 269,710,923   

(D) 受益権総口数 181,967,389口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 24,822円 
 

（注１） 信託財産に係る期首元本額172,563,441円、期中追加設定元

本額121,778,206円、期中一部解約元本額112,374,258円 

（注２） 期末における１口当たりの純資産総額 2.4822円 
 

○損益の状況 (2024年11月６日～2025年11月５日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 23,700   

 受取利息 23,700   

(B) 有価証券売買損益 62,245,190   

 売買益 71,473,890   

 売買損 △  9,228,700   

(C) 信託報酬等 △  4,195,713   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 58,073,177   

(E) 前期繰越損益金 70,382,453   

(F) 追加信託差損益金 141,255,293   

 (配当等相当額) (  123,440,895)  

 (売買損益相当額) (   17,814,398)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 269,710,923   

(H) 収益分配金 0   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 269,710,923   

 追加信託差損益金 141,255,293   

 (配当等相当額) (  124,055,292)  

 (売買損益相当額) (   17,200,001)  

 分配準備積立金 128,455,630   
 

（注１） 有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注２） 信託報酬等には、消費税相当額を含めて表示しております。

（注３） 追加信託差損益金とは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

（注４） 分配金の計算過程（2024年11月６日～2025年11月５日）は以下の通りです。 

項 目 
2024年11月６日～ 
2025年11月５日 

a. 配当等収益(費用控除後) 9,823,920円 

b. 有価証券等損益額(費用控除後) 48,249,257円 

c. 信託約款に規定する収益調整金 141,255,293円 

d. 信託約款に規定する分配準備積立金 70,382,453円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 269,710,923円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 14,821円 

g. 分配金 0円 

 

○お知らせ  

 
・投資信託及び投資法人に関する法律第14条の改正に伴い、投資信託約款の「運用報告書に記載すべき事項」を「運用状況

に係る情報」に変更するなどの必要があるため、投資信託約款に所要の変更を致しました（2025年４月１日）。 
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